
宮城県外国農業人材受入体制支援事業費補助金実施要領 

 

（趣旨） 

第１ 宮城県外国農業人材受入体制支援事業費補助金（以下「本補助金」という。）の実

施に当たっての運用及び取扱いについては、宮城県外国農業人材受入体制支援事業費補

助金交付要綱（以下「要綱」という。）に定めるもののほか、この要領に定めるところ

による。 

２ 本補助金は、地域農業の維持・発展のために必要な外国農業人材の受入体制を整備する

事業に対して交付する。 

 

（事業内容） 

第２ 本補助金の対象事業ごとの事業実施主体、対象経費、補助率及び補助額の上限、交付

の条件等について、雇用手続支援事業は別記１、居住環境等整備支援事業は別記２のとお

りとし、その他運用に必要な事項については、別に定める。 

   

（事業申請等） 

第３ 本補助金に基づく事業実施計画の認定を希望する事業実施主体は、事業実施計画承

認申請書（別紙様式１）により事業実施計画を策定し、知事に申請するものとする。 

２ 知事は、前項の規定により申請された事業実施計画の内容を審査し、適当と認めたと

きは、当該計画を認定し、事業実施主体に通知するものとする。 

３ 第１項の規定による申請の期限は、知事が別に定めるものとする。 

 

（事業審査会の設置） 

第４ 知事は、第３の規定により提出された事業実施計画の審査に当たっては、関係者等か

らなる宮城県外国農業人材受入体制支援事業審査会（以下「審査会」という。）を設置す

るものとし、その設置に関し必要な事項は、別に定める。 

 

（事業の審査） 

第５ 知事は、第３の規定により提出された事業実施計画については、速やかに内容を調

査の上、審査会に付議するものとする。 

２ 審査会は、前項の規定により付議された事業実施計画について審査を行い、その結果

を知事に報告するものとする。 

３ 前項の規定による審査は、第２に規定する事項について行うものとする。 

４ 前３項に定めるもののほか、審査会の組織及び運営に関し必要な事項は、知事が別に

定める。 

 



（事業の着手） 

第６ 事業の着手（機器・機械の発注、改修等に係る入札・発注を含む。）は原則として

本補助金の交付決定後に行うものとする。ただし、事業の効果的な実施を図る上でやむ

を得ない事情により補助金の交付決定前に着手する場合は、事業実施主体は、あらかじ

め知事と協議した上で、その理由を明記した交付決定前着手届（別紙様式２）を知事に

提出するものとする。 

 

（事業計画の変更、中止等） 

第７ 交付決定前において要綱第６に定める重要な変更又は事業の中止（廃止）をしようと

する事業実施主体は、別紙様式３又は別紙様式４により、知事に申請するものとする。 

２ 知事は、前項により申請された変更又は中止（廃止）の内容を審査し、適当と認めたと

きは、当該計画変更又は中止（廃止）を承認し、事業実施主体に通知するものとする。 

 

（補助金の交付） 

第８ 事業実施主体は、第３の規定により認定を受けた事業実施計画（以下「認定事業実

施計画」という。）について、要綱第４に定めるところにより、本補助金を申請するこ

とができる。 

２ 知事は、前項の申請があった場合は、本補助金の予算の範囲内において、知事が別に

定めるところにより、事業実施主体に対し、認定事業実施計画の実施に必要となる経費

の一部又は全部について、本補助金を交付するものとする。 

３ 知事は、認定事業実施計画に虚偽の記載があった場合又は認定事業実施計画に従って

事業が行われていないと認めるときは、その認定を取り消すことができる。 

 

（報告及び調査） 

第９ 事業実施主体は、１１月３０日現在の認定事業実施計画の実施状況を、翌月２０日ま

でに、実施状況報告書（別紙様式５）により知事に報告するものとする。 

２ 前項の規定による報告は、事業実施後３年間の範囲内において、認定事業実施計画にお

ける外国農業人材の受入計画を達成するまで継続するものとする。ただし、知事は、３年

間を経過した時点において受入計画を達成していない場合は、受入計画が達成されるま

での間、継続して報告を求めることができるものとする。 

３ 知事は、特に必要と認めた場合には、事業実施主体に対して、実施状況等を明らかにす

るために、関係帳簿その他必要な書類の調査を行うことができるものとする。 

 

（書類の提出経由） 

第１０ この要領により知事に提出する書類は、事業を所轄する地方振興事務所又は地域

事務所を経由するものとし、地方振興事務所長又は地方振興事務所地域事務所長は、その



写しを取り保管するものとする。 

 

（その他） 

第１１ この要領に定めるもののほか、本補助金の交付等に関し必要な事項は、別に定め

る。 

 

   附 則 

１ この要領は、令和８年１０月９日から施行し、令和８年度予算に係る当該補助金に適用

する。 

２ この要領は、次年度以降の各年度において、当該補助金に係る予算が成立した場合にも

適用するものとする。 



（別記１） 

雇用手続支援事業 

 

第１ 事業実施主体 

   要綱第２第２号に規定する農業経営体等とする。 

 

第２ 対象経費、補助率及び補助額の上限 

事業実施主体が外国農業人材を新たに雇用する際に必要となる在留資格認定証明書

交付申請等の行政手続に要する経費や、登録支援機関等への委託料等に対して、定額を

交付し、その上限額は外国農業人材１人当たり１００千円とし、１事業実施主体当たり

２人までとする。 

 

第３ 交付の条件 

事業実施後３年以内に、要綱第２第１号に規定する外国農業人材を新たに雇用する

こと。 

  



（別記２） 

居住環境等整備支援事業 

 

第１ 事業実施主体 

   要綱第２第２号に規定する農業経営体等とする。 

 

第２ 対象経費、補助率及び補助額の上限 

   事業実施主体が、外国農業人材の就労及び定着を図るための環境整備として必要な

寮の改修や備品の購入等に要する経費に対して、３分の１以内を交付し、その上限額は

１，０００千円とする。 

 

第３ 交付の条件 

（１）事業申請時点において、外国農業人材と雇用契約関係にあるか、又は事業実施後３

年以内に新たに雇用すること。 

（２）事業実施後、対象となる外国農業人材との雇用契約を１年以上継続すること（対象

となる外国農業人材の変更は可とする。）。 

（３）事業対象となる事業費総額（税抜）が１５０千円以上であること。 


